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1 .  概要  

高浜発電所においては、蒸気発生器（以下「ＳＧ」という。）の取替

え及び保修点検建屋設置に伴い、「実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規

則」という。）等に従い、平常運転時の原子炉施設周辺の線量評価が「発

電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（昭和 50 年 5

月 13 日原子力安全委員会決定）において定める線量目標値（ 50 マイ

クロシーベルト／年）を達成できることを確認しており、本資料は、

その線量評価についてまとめたものである。  
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 第二十七条 放射性廃棄物の処理施設 

  工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時において

放射性廃棄物（実用炉規則第二条第二項第二号に規定する放射

性廃棄物をいう。以下同じ。）を処理する施設（安全施設に係

るものに限る。以下この条において同じ。）を設けなければな

らない。  

 一  周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界にお

ける水中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、発電

用原子炉施設において発生する放射性廃棄物を処理する能

力を有するものとすること。 

 二  液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射

性物質を処理する施設から液体状の放射性廃棄物が漏えい

することを防止し、及び工場等外へ液体状の放射性廃棄物が

漏えいすることを防止できるものとすること。 

 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について  

気体廃棄物処理設備の設計に際しては、原子力発電所の運転に

伴い周辺環境に放出する放射性気体廃棄物による発電所周辺の一

般公衆の受ける線量が「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標

値に関する指針」（昭和 50 年 5 月 13 日原子力安全委員会決定）

において定める線量目標値（ 50 マイクロシーベルト／年）を達成

できるように、周辺監視区域の外の空気中の放射性物質の濃度を

十分に低減できる設計とする。  

また、液体廃棄物処理設備の設計に際しては、原子力発電所の

運転に伴い周辺環境に放出する放射性液体廃棄物による発電所周

辺の一般公衆の受ける線量が「発電用軽水型原子炉施設周辺の線

量目標値に関する指針」（昭和 50 年 5 月 13 日原子力安全委員会

決定）において定める線量目標値（ 50 マイクロシーベルト／年）
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を達成できるように、周辺監視区域の境界における水中の放射性

物質の濃度を十分に低減できる設計とする。  

具体的には、蒸気発生器取替え及び保修点検建屋設置を実施し

ても、周辺公衆の実効線量の評価値が線量目標値を下回る設計と

する。  

 

第１項第２号について  

液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、これらの処理

施設から液体状の放射性物質が漏えいすることを防止し、敷地外

へ液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止できる設計とす

る。具体的には、次のとおりとし、蒸気発生器取替えの実施及び

保修点検建屋内に液体廃棄物処理設備を設置しても、敷地外へ液

体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止できる設計とする。  

(1)  液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、適切な材料

を使用し、かつ適切な計測制御設備を有し、漏えいの発生を防

止できる設計とする。  

(2)  液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、タンク等か

ら漏えいが生じたとき、漏えいを早期に検出し、中央制御室等

に警報を発信する設計とする。  

また、液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、建屋

の床及び壁面に漏えいし難い対策を行い、独立した区画内に設

けるかあるいは周辺に堰等を設け漏えいの拡大防止の対策を

講ずることにより、放射性液体廃棄物が万一漏えいした場合は、

適切に措置できる設計とする。  

(3)  建屋からの漏えいに対して、建屋外に通ずる出入口等には

漏えいすることを防止するための堰等を設け、かつ、床及び

壁面は建屋外へ漏えいし難い対策を行う設計とする。  

(4)  管理されない排水が流れる排水路を通じて放射性液体廃棄

物が敷地外へ放出されることのない設計とする。  
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2 .  平常運転時の原子炉施設周辺の線量評価について  

2 .1 被ばく評価条件  

(1)  放射性廃棄物の放出量の変更  

３号炉及び４号炉におけるＳＧ取替えにより１次冷却材容量

が増加することに伴う放射性廃棄物の放出量の変更を評価条件

に設定している。  

 

(2)  気象観測データの変更  

安全解析に使用した敷地において観測した 2006 年 1 月から

2006 年 12 月までの 1 年間の気象観測データは、最近の気象状

態と比較して同等と判断できないことを確認しているため、最

近の気象状態と比較して同等と判断された最新の 2019 年 1 月

～ 2019 年 12 月の気象観測データを評価条件に設定している。  

被ばく評価に用いた気象観測データの代表性について、添付

１に示す。  

 

(3)  放出源の有効高さの変更  

保修点検建屋設置により放出源の有効高さに影響することか

ら、風洞実験の実施結果に基づく放出源の有効高さを評価条件

に設定している。  

被ばく評価に用いた放出源の有効高さの変更について、添付

２に示す。  

 

2 .2 被ばく評価結果  

前 2.1 項の被ばく評価条件の変更による周辺監視区域境界にお

ける最大の実効線量は、１，２，３，４号炉合計で年間約 15μ Sv

であり、線量目標値である年間 50μ Sv を下回ることを確認し

た。  

線量評価の詳細について、添付３に示す。  

 

5



 

2 .3  既許可の線量評価結果との差異  

１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉合計で既許可の年間約 11μ

Sv に比べ、年間約 15μ Sv に増加した。これについては、主に気

象観測データの変更にて評価地点の方位への風の出現頻度の増加

したことにより、希ガスの実効線量が年間約 7.2μ Sv から年間約

11μ Sv に増加したことによるものである。  

なお、気体廃棄物中及び液体廃棄物中のよう素を同時に摂取す

る場合の年間実効線量については、気象観測データの変更にて評

価地点の方位への風の出現頻度の増加等により、１号炉、２号

炉、３号炉及び４号炉合計で既許可の年間約 1.2μ Sv に比べ、年

間約 1.4μ Sv に増加した。  

また、高浜発電所の平常時被ばく評価においては、敷地内を通

過する一般道における希ガスによる最大の実効線量を設置許可添

付書類九に参考値と記載しており、１号炉、２号炉、３号炉及び

４号炉合計で既許可の年間約 12μ Sv に比べ、年間約 14μ Sv に増

加した。  
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3 .  設置許可基準規則第二十七条第１項第２号への適合性について  

3 .1 蒸気発生器取替え  

  ３号炉及び４号炉の蒸気発生器取替えにより、１次冷却材保有水

量が増加し、１次冷却材抽出水量が増加する設計変更を伴うため、既

許可の液体廃棄物処理能力に影響しないことを確認している。  

  具体的には、３号炉及び４号炉の蒸気発生器取替えにより、1 次冷

却材の抽出水量がわずかに増加（ 100m3/y）するが、既許可の冷却材

貯蔵タンクの液体廃棄物量（ 9,000m 3/y）に対して、わずか（約 1%）

であることから、既設の液体状の放射性廃棄物の処理能力に影響せ

ず、既存の漏えい防止対策に変更はない。（ 3,4 号炉の冷却材貯蔵タ

ンクの年間発生量 9,100m3/y に対して、既設のほう酸回収装置は、

年間約 44,000m3／ 2 基 ※ １ の処理能力を有している）  

 

※１：ほう酸回収装置の年間処理能力 (m 3/y)＝ 3.4m3/h×2 基（ 3 号

炉及び 4 号炉に各 1 基）×24(h／日 )×365(日／年 )×0.75（装

置稼働率）≒ 44,000m3/y 

 

3 .2 保修点検建屋設置  

  保修点検建屋で行う作業により発生する保修点検建屋ドレンは、

作業エリアより、地階の廃液処理室に設置する保修点検建屋サンプ

タンク経由で保修点検建屋廃液モニタタンクに集積する設計とする。

また、保修点検建屋サンプタンク及び保修点検建屋廃液モニタタン

クは、耐食性に優れた材料（ステンレス鋼）を使用する設計とすると

ともに、保修点検建屋廃液モニタタンクは、水位計の信号により保修

点検建屋サンプポンプを自動停止し、過剰な放射性液体廃棄物の受

け入れを防止する設計とする。  

以上の設計により、放射性液体廃棄物の漏えいの発生を防止でき

る設計とする。  

万一漏えいが生じた場合には、保修点検建屋サンプタンクに設置

する漏えい検知器により、漏えいを検出し、中央制御室及び保修点検
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建屋内電気盤室に警報を発信する設計とする。具体的には、保修点検

建屋サンプタンクの排水能力を超えるような漏えいが発生した場合、

保修点検建屋サンプタンクの水位が上昇するため、水位高信号が発

信する。また、保修点検建屋サンプタンク、保修点検建屋廃液モニタ

タンク等は独立した地階に設置し、漏えいの拡大防止の対策を講ず

るとともに、床・壁には樹脂塗装することにより漏えいし難い設計と

することにより、放射性液体廃棄物が万一漏えいした場合において

も、適切に措置できる設計とする。  

保修点検建屋外への漏えいに対しては、作業により発生する保修

点検建屋ドレンは、作業エリアより、地階の廃液処理室に設置する保

修点検建屋サンプタンク経由で保修点検建屋廃液モニタタンクに集

積する設計するとともに、床面は勾配を設ける設計とする。また、保

修点検建屋地階の床・壁には樹脂塗装することにより放射性液体廃

棄物が漏えいし難い設計とする。  

以上の設計により建屋外へ放射性液体廃棄物が漏えいし難い設計

とするとともに、管理されない排水が流れる排水路を通じて放射性

液体廃棄物が敷地外へ放出されることのない設計とする。  
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  なお、保修点検建屋に集積した放射性液体廃棄物は、事前に放射能

濃度を測定したうえで、３号炉及び４号炉共用の補助建屋サンプタ

ンクに運搬し、３号炉及び４号炉共用の廃液処理施設にて処理する。

廃液は既設の処理施設で処理し、ドレンの増量分は１号及び２号炉

の約 28m3 /y であり、全体ドレン発生量 (約 1,200m3/y)に対して約 2%

とわずかであるため処理能力に影響せず、 既存の漏えい防止対策に

変更はない。（ 3,4 号炉の機器ドレン等の年間発生量 1,200m3/y に対

して、既設の廃液蒸発装置は、年間約 7,000m3／基 ※ １ の処理能力を

有している）  

 

 

 

 

 

 

 

※１：廃液蒸発装置の年間処理能力 (m3/y)＝ 1.7m3/h×24(h／日 )

×365(日／年 )×0.5（装置稼働率）≒ 7,000m3/y 

 

  保修点検建屋内の作業にて発生する液体廃棄物の量を下記に示す。 

 

 

保修点検建屋内で液体廃棄物が発生する作業を同時に実施した場

合、最大液体廃棄物量は 3.8m3 であり、保修点検建屋サンプタンクを

経由し、保修点検建屋廃液モニタタンクにて十分貯蔵できる設計と

する。  
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  また、作業中は定期的に液体廃棄物を運搬容器にて補助建屋サン

プタンクに運搬する。  
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添付１  

 

被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

 

既許可の平常運転時及び設計基準事故時の被ばく評価は、敷地にお

いて観測した 2006 年 1 月から 2006 年 12 月までの 1 年間の気象資料

を用いて実施しているが、この気象資料が長期間の気象状態を代表し

ているかどうかの検定を行ったところ、代表性がないことを確認して

いる。 

このため、本申請においては、最近の長期間の気象状態と比較して代

表性があると判断した 2019 年 1 月から 2019 年 12 月の気象資料を用

い、事故時被ばく評価を行っている。 

本資料においては、代表性があると判断した 2019 年 1 月から 2019

年 12 月の気象資料について、その検定結果を示す。 

 

１．検定方法 

（１）検定に用いた観測記録 

気象資料の代表性を確認するに当たり、排気筒高さ付近を代表

する標高 81m の観測記録を用いて検定を行った。 

 

（２）統計期間 

統計年： 2010 年 1 月～ 2020 年 12 月（ 10 年間） 

（ 2019 年 1 月～ 2019 年 12 月を除く）  

検定年： 2019 年 1 月～ 2019 年 12 月  

 

（３）検定方法 

風向別出現頻度（ 16 項目）、風速階級別出現頻度（ 11 項目）に

ついて、Ｆ分布検定（有意水準 5%）を行い、棄却個数が 3 個以

下の場合は、気象資料に代表性があると判断する。なお、検定方

法は既許可の添付書類六に示す内容と同じである。 
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２．検定結果 

第 1 表に検定結果を示す。また、第 2 表及び第 3 表に棄却検定

表を示す。 

 観測項目 27 項目のうち、棄却された個数は 1 個であることから、

検定年が十分長期間の気象状態を代表していると判断する。 

 

第 1 表 検定結果 

観測項目 検定結果（棄却数） 

風向別出現頻度 1 個 

風速階級別出現

頻度 
棄却項目なし 
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（参考） 2006 年 1 月～ 2006 年 12 月の気象資料の代表性確認結果に

ついて 

 

既許可の事故時被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年 1 月か

ら 2006 年 12 月までの 1 年間の気象資料を用いて実施しているが、こ

の気象資料が長期間の気象状態を代表しているかどうかの検定を行っ

たところ、代表性がないことを確認している。 

本資料においては、代表性がないと判断した際の検定結果を示す。 

なお、既許可では、原子炉施設の立地条件の適否を判断するための

安全評価を行うに当たり、「原子炉立地審査指針」に基づき重大事故

及び仮想事故について評価を行い、その評価結果について添付書類十

「４．重大事故及び仮想事故の解析」に残しており、線量評価に必要

な拡散条件及び気象条件については、添付書類六「2.5 安全解析に使

用する気象条件」で述べている。重大事故及び仮想事故の線量評価は

2006 年の気象条件で行っているため、本申請では、添付書類六「2.4 

敷地における気象観測結果」及び「2.5 安全解析に使用する気象条件」

において、2006 年の気象観測資料に関する情報は削除せず、残す形と

している。 

 

１．検定方法（統計期間以外は既許可の検定方法と同じ） 

（１）検定に用いた観測記録 

気象資料の代表性を確認するに当たり、排気筒高さ付近を代表

する標高 81m の観測記録を用いて検定を行った。 

 

（２）統計期間 

統計年： 2010 年 1 月～ 2019 年 12 月（ 10 年間）  

検定年： 2006 年 1 月～ 2006 年 12 月  

 

（３）検定方法 

風向別出現頻度（ 16 項目）、風速階級別出現頻度（ 11 項目）に
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ついて、Ｆ分布検定（有意水準 5%）を行い、棄却個数が 3 個以

下の場合は、気象資料に代表性があると判断する。 

 

２．検定結果 

第 1 表に検定結果を示す。また、第 2 表及び第 3 表に棄却検定

表を示す。 

 観測項目 27 項目のうち、棄却された個数は 5 個であることから、

検定年が長期間の気象状態を代表していないと判断する。 

 

 

第 1 表 検定結果 

観測項目 検定結果（棄却数） 

風向別出現頻度 2 個  

風速階級別出現

頻度 
3 個  
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）
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風
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添付２  

 

保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの確認結果ついて 

 

平常時及び事故時被ばく評価では、放射性物質の大気拡散評価条件

として「放出源の有効高さ」を設定している。 

今回設置予定の保修点検建屋の設計を踏まえ、風洞実験の実施によ

り放出源の有効高さを確認した結果を以下に示す。 

 

1.  風洞実験の実施について 

 風洞実験は、前回実験した際の敷地内の建屋配置状況から新たに

建屋の設置（予定）があり、新設建屋の高さを 2.5 倍した値に建屋

設置面の標高を加えた値が、排気筒の高さ以上となる場合において

実施し、放出源の有効高さへの影響を確認することとしている。  

第 1 表及び第 1 図に設置予定の保修点検建屋の高さ及び建屋設

置面の標高の関係を示す。第 1 表に示すとおり、建屋高さを 2.5 倍

した値に建屋設置面の標高を加えた高さは、排気筒の高さを超える

ことから、今回新たに風洞実験を実施し放出源の有効高さへの影響

を確認することとした。なお、風洞実験方法は、既許可の添付書類

六の「 2.6 参考資料 (6)  高浜発電所風洞実験報告書、関西電力株式

会社、平成 31 年 2 月」に同じである。  

 

2 .  風洞実験の実施結果及び放出源の有効高さへの影響について  

(1)  平常時被ばく  

風洞実験により求めた平常時の放出源の有効高さ（詳細値）を

第 2-1-1 表および第 2-1-2 表に示す。  

第 2-1-1 表および第 2-1-2 表に示すとおり、前回実験において

確認した平常時の放出源の有効高さ（詳細値）との差は -19m か

ら +21m の範囲にあり、一部、保修点検建屋の設置による影響が

あった。  
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一方、平常時の敷地境界被ばく評価においては、風洞実験によ

り求めた詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を放出源の有効高

さとして設定している。  

風洞実験により求めた詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を

第 2-1-3 表及び第 2-1-4 に示す。第 2-1-3 表及び第 2-1-4 表に示

すとおり、前回の評価に用いた値から変更のある方位が一部ある

ことから、本申請においては、今回求めた放出源の有効高さを平

常時の敷地境界被ばく評価に用いることとした。  

 

(2)  事故時被ばく  

風洞実験により求めた事故時の放出源の有効高さ（詳細値）を

第 2-2-1 表に示す。  

第 2-2-1 表に示すとおり、前回実験において確認した事故時の

放出源の有効高さ（詳細値）との差は -1m から +4m の範囲にあ

り、保修点検建屋の設置による影響は軽微であると言える。  

一方、設計基準事故時の敷地境界被ばく評価のうち、排気筒か

らの放出を想定する事象の評価においては、風洞実験により求め

た詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を放出源の有効高さとし

て設定している。  

風洞実験により求めた詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を

第 2-2-2 表に示す。第 2-2-2 表に示すとおり、前回の評価に用い

た値から変更のある方位が一部あることから、本申請においては、

今回求めた放出源の有効高さを設計基準事故時の敷地境界被ば

く評価に用いることとした。  
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第 1 表 保修点検建屋の建屋高さ及び建屋設置面の標高(m)（計画

値） 

 

①建屋高さ  

［設置面からの高

さ］  

②建屋設

置面  

[標高 ] 

②＋①×

2.5 

[標高 ] 

排気筒高

さ  

[標高 ] 

約 20 約 78 約 130 約 84 
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第 2-1-1 表 風洞実験より求めた平常時被ばく評価に用いた放出源の

有効高さ（１，２号炉 詳細値）  

 
 

着目方位  

２号炉か  

らの方位  

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］  

１号炉  ２号炉  

方位  前回  今回  差 ※ 方位  前回  今回  
差

※  

 

陸  

  

側  

  

評  

  

価  

  

地  

  

点  

  

N 

NNE 

NE 

SE 

SSE 

S 

SSW 

SW 

WSW 

W 

WNW 

NW 

NNW 

[NNW]  

[N]  

[NNE]  

[SE]  

[SSE]  

[S]  

[SSW]  

[WSW]  

[WSW]  

[W]  

[WNW]  

[NW]  

[NNW]  

125 

74  

73  

79  

82  

116  

90  

113  

113  

169  

120  

144  

125  

115  

76  

72  

83  

68  

97  

89  

108  

108  

180  

118  

144  

115  

-10

2  

-1  

4  

-14

-19

-1  

-5  

-5  

11  

-2  

0  

-10

[N]  

[NNE]  

[NE]  

[SE]  

[SSE]  

[S]  

[SSW]  

[SW]  

[WSW]

[W]  

[WNW]

[NW]  

[NNW]

68 

71  

124  

74  

72  

100  

91  

89  

65  

112  

87  

121  

98  

71  

70  

126  

77  

65  

93  

90  

90  

64  

119  

84  

119  

94  

3  

-1

2  

3  

-7

-7

-1

1  

-1

7  

-3

-2

-4

参  

考  

地  

点  

ENE 

E 

ESE 

[ENE]  

[E]  

[E]  

108  

129  

129  

125  

123  

123  

17  

-6  

-6  

[ENE]  

[E]  

[ESE]  

76  

94  

69  

86  

93  

71  

10

-1

2  

牛  

乳  

摂  

取  

評  

価  

地  

点  

W [W]  191 212 21  [W]  137 144 7  

 ※：差は、「今回詳細値」－「前回詳細値」  
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第 2-1-2 表 風洞実験より求めた平常時被ばく評価に用いた放出源の  

有効高さ（３，４号炉 詳細値）  

 
 

着目方位  

２号炉か  

らの方位  

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］  

３号炉  ４号炉  

方位  前回  今回  差 ※  方位  前回  今回 差 ※  

 

陸  

  

側  

  

評  

  

価  

  

地  

  

点  

  

N 

NNE 

NE 

SE 

SSE 

S 

SSW 

SW 

WSW 

W 

WNW 

NW 

NNW 

[NNE]  

[NNE]  

[NE]  

[ESE]  

[SE]  

[SE]  

[S]  

[SW]  

[SW]  

[W]  

[NW]  

[NW]  

[N]  

107  

118  

163  

120  

82  

82  

79  

59  

57  

156  

89  

150  

82  

106  

117  

166  

117  

86  

85  

77  

57  

55  

158  

89  

152  

84  

-1  

-1  

3  

-3  

4  

3  

-2  

-2  

-2  

2  

0  

2  

2  

[NNE]

[NE]  

[NE]  

[ESE]

[SE]  

[SE]  

[SSE]

[SSW]

[SW]  

[WSW]

[NW]  

[NW]  

[NNE]

104 

139  

164  

130  

89  

87  

88  

70  

62  

84  

97  

159  

103  

104

140

166

126

91 

89  

77  

70  

61  

80  

88  

154

103

0 

1  

2  

-4  

2  

2  

-11  

0  

-1  

-4  

-9  

-5  

0  

参  

考  

地  

点  

ENE 

E 

ESE 

[ENE]  

[E]  

[E]  

95  

122  

122  

106  

103  

106  

11  

-19  

-16  

[E]  

[E]  

[E]  

128  

126  

127  

109

109

109

-19  

-17  

-18  

牛  

乳  

摂  

取  

評  

価  

地  

点  

W [W]  186 185 -1  [W]  180 190 10 

 ※：差は、「今回詳細値」－「前回詳細値」  
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第 2-1-3 表 平常時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ  

（１，２号炉）  

 
 

着目方位  

２号炉か  

らの方位  

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］  

１号炉  ２号炉  

前回  今回  前回  今回  

 

陸  

  

側  

  

評  

  

価  

  

地  

  

点  

  

N 

NNE 

NE 

SE 

SSE 

S 

SSW 

SW 

WSW 

W 

WNW 

NW 

NNW 

125 

70  

70  

75  

80  

115  

90  

110  

110  

165  

120  

140  

125  

[NNW]  

[N]  

[NNE]  

[SE]  

[SSE]  

[S]  

[SSW]  

[WSW]  

[WSW]  

[W]  

[WNW]  

[NW]  

[NNW]  

115 

75  

70  

80  

65  

95  

85  

105  

105  

180  

115  

140  

115  

[NNW]

[N]  

[NNE]

[SE]  

[SSE]  

[S]  

[SSW]

[WSW]

[WSW]

[W]  

[WNW]

[NW]  

[NNW]

65 

70  

120  

70  

70  

100  

90  

85  

65  

110  

85  

120  

95  

[N]  

[NNE]

[NE]  

[SE]  

[SSE]  

[S]  

[SSW]

[SW]  

[WSW]

[W]  

[WNW]

[NW]  

[NNW]

70 

70  

125  

75  

65  

90  

90  

90  

60  

115  

80  

115  

90  

[N]  

[NNE]

[NE]  

[SE]  

[SSE]  

[S]  

[SSW]

[SW]  

[WSW]

[W]  

[WNW]

[NW]  

[NNW]

参  

考  

地  

点  

ENE 

E 

ESE 

105 

125  

125  

[ENE]  

[E]  

[E]  

125  

120  

120  

[ENE]

[E]  

[E]  

75  

90  

65  

[ENE]

[E]  

[ESE]

85 

90  

70  

[ENE]

[E]  

[ESE]

牛  

乳  

摂  

取  

評  

価  

地  

点  

W 190 [W]  210 [W]  135  [W]  140 [W]  
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第 2-1-4 表 平常時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ  

（３，４号炉）  

 
 

着目方位  

２号炉か  

らの方位  

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］  

３号炉  ４号炉  

前回  今回  前回  今回  

 

陸  

  

側  

  

評  

  

価  

  

地  

  

点  

  

N 

NNE 

NE 

SE 

SSE 

S 

SSW 

SW 

WSW 

W 

WNW 

NW 

NNW 

105 

115  

160  

120  

80  

80  

75  

55  

55  

155  

85  

150  

80  

[NNE]  

[NNE]  

[NE]  

[ESE]  

[SE]  

[SE]  

[S]  

[SW]  

[SW]  

[W]  

[NW]  

[NW]  

[N]  

105  

115  

165  

115  

85  

85  

75  

55  

55  

155  

85  

150  

80  

[NNE]

[NNE]

[NE]  

[ESE]  

[SE]  

[SE]  

[S]  

[SW]  

[SW]  

[W]  

[NW]  

[NW]  

[N]  

100  

135  

160  

130  

85  

85  

85  

70  

60  

80  

95  

155  

100  

[NNE]

[NE]  

[NE]  

[ESE]

[SE]  

[SE]  

[SSE]

[SSW]

[SW]  

[WSW]

[NW]  

[NW]  

[NNE]

100 

140  

165  

125  

90  

85  

75  

70  

60  

80  

85  

150  

100  

[NNE]

[NE]  

[NE]  

[ESE]

[SE]  

[SE]  

[SSE]

[SSW]

[SW]  

[WSW]

[NW]  

[NW]  

[NNE]

参  

考  

地  

点  

ENE 

E 

ESE 

95  

120  

120  

[ENE]  

[E]  

[E]  

105  

100  

105  

[ENE]

[E]  

[E]  

125  

125  

125  

[E]  

[E]  

[E]  

105  

105  

105  

[E]  

[E]  

[E]  

牛  

乳  

摂  

取  

評  

価  

地  

点  

W 185 [W]  185 [W]  180 [W]  190 [W]  
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第 2-2-1 表 風洞実験より求めた事故時の放出源の有効高さ (m) 

（詳細値）  

 

着目方位 
３号炉 ４号炉 

前回 今回 差 ※  前回 今回 差 ※  

N 79 83 4 81 83 2 

NNE 114 115 1 113 113 0 

NE 138 140 2 144 144 0 

ESE 86 87 1 93 93 0 

SE 56 57 1 61 63 2 

SSE 58 61 3 59 60 1 

S 67 68 1 64 63 -1  

SSW 55 55 0 55 55 0 

SW 57 57 0 50 49 -1  

WSW 43 43 0 36 37 1 

W 42 45 3 45 47 2 

WNW 50 51 1 46 48 2 

NW 53 54 1 47 49 2 

NNW 113 112 -1 109 112 3 

 ※：差は、「今回詳細値」－「前回詳細値」  
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第 2-2-2 表 事故時被ばく評価に用いる放出源の有効高さ (m) 

 

着目方位 
３号炉 ４号炉 

前回 今回 前回 今回 

N 75 80 80 80 

NNE 110 115 110 110 

NE 135 140 140 140 

ESE 85 85 90 90 

SE 55 55 60 60 

SSE 55 60 55 60 

S 65 65 60 60 

SSW 55 55 55 55 

SW 55 55 50 45 

WSW 40 40 35 35 

W 40 45 45 45 

WNW 50 50 45 45 

NW 50 50 45 45 

NNW 110 110 105 110 

 

 

第 1 図 保修点検建屋の配置及び着目方位（２号炉の例）  

  

保 修 点 検

建 屋  
設 置 予 定

地  
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（参考）保修点検建屋増設に伴う平常時の有効高さへの影響について  

 

敷地内に建屋が増設されると、図 1 に記載したように建屋周辺の気

流を変化させる。建屋後流に巻き込みを伴う渦が発生し、上空からの流

れを引き込むなどといった現象が発生する。これにより、建屋上空から

到来するガスは、気流の影響を受けるため地表面への着地が早まる。そ

の結果、地表面濃度が高くなる、といった事象が発生する。  

平常時においては放出高さが高く、高所源から放出されたガスは地

表面に着地するまでの間に、気流の影響を受けやすい傾向がある。その

ため、増設による気流の変化によってガスの着地が早まることで地表

面濃度が高くなり、結果として有効高さに影響が及ぶことが考えられ

る。  

今回、保修点検建屋を増設するにあたり、有効高さへの影響を確認し

た結果、前回と有効高さの差が大きかった（有効高さが低くなった）ケ

ースとして、 2 つ確認された。  

1 つ目は、図 2-1 に示す１号炉の SSE 風向（保修点検建屋が１号炉

排気筒の風上にある）ケースである。排気筒を通過する気流は、風上に

増設した保修点検建屋によって発生した渦も伴うことから、放出源か

ら徐々に降下してくるガスの地表面着地を促す効果が強まる。この効

果により増設前と比べて、ガスが地表に着地しやすくなるため、放出源

から地表面への着地までの距離が短くなり着地濃度が高くなる。その

結果、有効高さが低くなったと考えられる。  

2 つ目は、図 2-2 に示す３号炉の W 風向（保修点検建屋が３号炉排

気筒の風下にある）ケースである。排気筒から放出されたガスの着地点

近傍に保修点検建屋が増設されている。そのため、上空から保修点検建

屋周辺に徐々に下降してきたガスは、保修点検建屋によって発生する

渦に巻き込まれることでガスが着地しやすくなる。このことから、増設

前に比べて着地濃度が高くなる。その結果、有効高さが低くなったと考

えられる。  

  

28



 

 

 

 

 

 

図 1 建屋周辺の気流概略図  

（出典： A USER'S GUIDE FOR THE CALPUFF DISPERSION MODEL, 

EPA-454/B-95-006 ,  July  1995）  
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前回結果（保修点検建屋なし）  

 

 

今回結果（保修点検建屋あり）  

 

■：放出源位置、●：保修点検建屋  

 

 

図 2-1 地表空気中濃度分布比較（１号炉の SSE 風向）  

  

風  

風  
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前回結果（保修点検建屋なし）  

 

 
今回結果（保修点検建屋あり）  

 

■：放出源位置、●：保修点検建屋  

 

 

図 2-2 地表空気中濃度分布比較（３号炉の W 風向）  

  

風  

風  
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添付３ 

 

高浜発電所１号、２号、３号及び４号炉 

原子力発電所の運転に伴い周辺環境に放出する放射性廃棄物による 

発電所周辺の一般公衆の受ける線量評価結果について 

 

1.  はじめに  

平常運転時における発電所周辺の一般公衆の受ける線量評価では、

平常運転時において周辺環境に放出する放射性物質により一般公衆

の受ける線量が、法令に定める限度を十分満足し、かつ「発電用軽水

型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」に定める線量目標値

を満足することを確認するために、気体廃棄物中の希ガス、液体廃棄

物中の放射性物質、気体廃棄物中及び液体廃棄物中のよう素のそれ

ぞれの放出放射能量から一般公衆の線量を評価した。  

今回の申請における主な変更点は、３号炉及び４号炉におけるＳ

Ｇ取替えによる気体廃棄物の放出量の変更、気象観測データの変更、

保修点検建屋設置による放出源の有効高さの変更に伴う線量評価の

変更としている。  

また、放射性物質の放出量及び一般公衆の受ける線量は、「発電用

軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下「線量

評価指針」という。）及び「発電用原子炉施設の安全解析に関する気

象指針」（以下「気象指針」という。）にしたがって評価し、大気中に

放出される放射性物質による線量は、敷地における 2019年 1月から

2019年 12月までの１年間の気象資料及び保修点検建屋設置に伴う風

洞実験による放出源有効高さを用いて算出した空気中濃度を基に計

算し、海洋に放出される放射性物質による線量は、放水口での放射性

廃棄物の濃度を基に計算した。  

 

2.  気体廃棄物の年間放出量  

気体廃棄物中の主な放射性物質は、１次冷却材中に含まれる核分

裂生成物のうち放射性希ガス（以下「希ガス」という。）及び放射性
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よう素（以下「よう素」という。）であるため、これらの放射性物質

に着目して年間放出量の計算を行う。  

この計算の基本となる１次冷却材中の放射性物質濃度は、燃料被

覆管欠陥率を 1％とし、１次冷却材保有量、浄化系の性能等を考慮し

計算する。  

なお、原子炉の年間稼働率は 80％を想定し、体積制御タンクの連

続脱ガスは行わないことを前提とする。  

(1)  ガス減衰タンク及び水素再結合ガス減衰タンクからの放出量  

原子炉運転中の１次冷却材中の希ガスは、反応度制御等により抽

出された１次冷却材と共に冷却材貯蔵タンクに移行し、ほう酸回収

装置で処理され分離された気体及び体積制御タンクの脱ガスでパ

ージされた気体は、水素再結合ガス減衰タンクに移行するとしてい

る。  

原子炉停止時の１次冷却材中の希ガスは、体積制御タンクでの１

次冷却材の脱ガス操作により、ガス減衰タンクに移行するとしてい

る。  

また、冷却材ドレン中の希ガスは、原子炉運転中に抽出される１

次冷却材と同様にほう酸回収装置で処理されることにより水素再

結合ガス減衰タンクに移行するとしている。  

ガス減衰タンク及び水素再結合ガス減衰タンクは、貯留した放射

性廃棄物を減衰させた後に放出する運用を行っているとしている。 

なお、１次冷却材中のよう素は、冷却材混床式脱塩塔で除去され

る効果及びガス減衰タンク及び水素再結合ガス減衰タンクで減衰

する効果により、無視できるとしている。  

したがって、これらの経路でガス減衰タンク及び水素再結合ガス

減衰タンクに集められた希ガスが、ガス減衰タンク及び水素再結合

ガス減衰タンクで減衰させた後に排気筒へ放出するものとして計

算している。  

(2)  原子炉停止時の原子炉格納容器換気による放出量  

原子炉停止時の原子炉格納容器換気により放出される希ガス及
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びよう素の放出量は、原子炉運転中に原子炉格納容器内でポンプ、

弁等の機器から漏えいした１次冷却材及びドレン中の希ガス及び

よう素が空気中に移行し、定期検査時の放射線業務従事者の立入り

前に、排気筒へ放出されるものとして、１次冷却材の漏えい率、漏

えい１次冷却材中に含まれる放射性物質が空気中に移行する割合、

格納容器空気浄化装置の捕集効率等を考慮して計算している。  

(3)  原子炉格納容器減圧時の排気による放出量  

原子炉運転中の原子炉格納容器内には、原子炉格納容器内制御用

空気圧縮機により空気が送り込まれ、内圧が増加するため、減圧す

る必要がある。原子炉格納容器の減圧時の排気により放出される希

ガス及びよう素の放出量は、(2 )と同様に、原子炉格納容器内で漏え

いした１次冷却材及びドレン中の希ガス及びよう素が空気中に移

行し、減圧時に排気系より放出されるとして計算している。  

(4)  原子炉補助建屋の換気による放出量  

原子炉補助建屋の換気により放出される希ガス及びよう素の放

出量は、(2)と同様に、原子炉補助建屋内でポンプ、弁等の機器から

漏えいした１次冷却材及びドレン中の希ガス及びよう素が空気中

に移行し、排気系より放出されるとして計算している。  

(5)  定期検査時の放出量  

１次冷却材中のよう素については、その一部が定期検査中の機器

開放により放出されることから、定期検査中のよう素の放出量とし

て、運転と原子炉停止の期間の割合から、運転期間の 4分の 1として

計算するとしている。ただし、 I -133については半減期が短いこと

から定期検査時に放出される量は、 I -131に比べ少ないため、計算

には考慮しないとしている。  

したがって、定期検査時に放出されるよう素の放出量は、 1次冷

却材中に含まれるよう素のうち I -131が機器の補修等に伴って放出

されるものとし、 (2)、 (3)及び (4)で求めた I-131放出量の 4分の 1が

定期検査時に放出されるとして計算している。  

 

34



 

気体廃棄物放出量を計算するための評価条件を第 1 表に、１次冷

却材中の希ガス及びよう素の濃度を第 2 表に示す。  

ＳＧの取替えに伴い１次冷却材保有量体積の増加による影響を受

けて１次冷却材抽出水量が増加する。  

１次冷却材中の希ガス及びよう素の放射能濃度は、１次冷却材抽

出水量が増加するため希釈されて若干減少する。なお、１次冷却材中

のほう素濃度及び炉心平均熱中性子束の変更はない。  

 

以上の条件で計算した希ガス及びよう素の年間放出量を第 3 表に

示す。ＳＧの取替えにより１次冷却材保有量が増加することにより、

１次冷却材中の希ガス濃度が若干低下する。しかし、１次冷却材抽出

水量が増加して冷却材処理量が増えることにより、ガス減衰タンク

からの希ガス放出量はＳＧの取替え前に比べて若干増加する。原子

炉停止時の格納容器換気、格納容器の減圧排気、原子炉補助建屋の換

気に伴う希ガス放出量は、１次冷却材中の希ガス濃度が若干低下す

ることにより低下する。合計の希ガス放出量は、その他の経路（原子

炉停止時の格納容器換気、格納容器の減圧排気、原子炉補助建屋の換

気）からの寄与よりも、ガス減衰タンクからの寄与が大きいため、Ｓ

Ｇの取替え前と同程度となる。  

よう素は１次冷却材中の濃度がＳＧの取替えの影響をあまり受け

ず、影響が軽微であるため、放出量はＳＧの取替え前と同程度となる。 

放射性気体廃棄物放出量における既許可への影響を第 4 表に示す。 
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第 1表 気体廃棄物放出量の主な評価条件（３号炉及び４号炉）  

 

項 目  現行  今回  変更理由  

炉心熱出力  
(MWt) 

2,652 同左  －  

燃料被覆管欠陥率  
(%)  

1 同左  －  

年間運転時間 (日 )  
[年間稼働率 ]  (%)  

292 
[80]  

同左  －  

1次冷却材保有量  
(t )  

186 195 
ＳＧ取替えに

よる  

浄化系流量  
(t／ h) 

13.5 同左  －  

ほ う 酸 回 収 装 置 で

処理される 1次冷却

材抽出水量 (t／ y)  
3,060 3,200 

Ｓ Ｇ 取 替 え に

よる  

炉 心 平 均 熱 中 性 子

束  
(n／ (cm2・ s))  

4 .3×101 3 同左  －  
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第 2表   気体廃棄物放出量評価における１次冷却材中の希ガス及び  

よう素の濃度（１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉）  

 

（単位： Bq/g）  

核  種 １号炉※ ２号炉※ 
３号及び 

４号各炉 

Kr-85m 7.09×104 7.12×104 7.49×104 

Kr-85 2.70×104 2.72×104 5.53×103 

Kr-87 4.12×104 4.14×104 4.39×104 

Kr-88 1.22×105 1.23×105 1.31×105 

Xe-131m 5.57×104 5.60×104 1.85×104 

Xe-133m 9.62×104 9.66×104 6.09×104 

Xe-133 6.39×106 6.43×106 2.77×106 

Xe-135m 3.74×103 3.76×103 3.98×103 

Xe-135 1.26×105 1.26×105 1.08×105 

Xe-138 2.00×104 2.01×104 2.13×104 

I-131 7.61×104 7.61×104 8.36×104 

I-133 1.30×105 1.30×105 1.41×105 

※：３号炉及び 4号炉のＳＧ取替えに伴う変更はなく値に変更はない。  
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第 3表 希ガス及びよう素の年間放出量（３号炉及び４号炉）  

 

（単位： Bq／ y）  

項  目  

 

核  種  

ガス減衰タン 
ク及び水素再 
結合ガス減衰 
タンクからの 
排気 

原子炉停止時 

の 原 子 炉 格納 

容器換気 

原子炉格納

容器減圧時

の排気 

原子炉補助

建屋の換気
合   計

Kr-85m ～0 2.1×1010 3.9×109 1.8×1012 1.8×1012 

Kr-85  1.3×1014 1.7×1011 1.6×1010 1.3×1011 1.3×1014 

Kr-87  ～0 3.4×109 6.5×108 1.1×1012 1.1×1012 

Kr-88  ～0 2.2×1010 4.2×109 3.1×1012 3.1×1012 

Xe-131m 4.6×1013 2.7×1011 3.2×1010 4.3×1011 4.7×1013 

Xe-133m 1.1×1010 2.0×1011 3.4×1010 1.5×1012 1.7×1012 

Xe-133 4.0×1014 2.1×1013 3.1×1012 6.5×1013 4.9×1014 

Xe-135m ～0 6.3×107 1.2×107 9.3×1010 9.3×1010 

Xe-135 ～0 5.9×1010 1.2×1010 2.6×1012 2.6×1012 

Xe-138 ～0 3.1×108 5.9×107 5.0×1011 5.0×1011 

放出量合計  5.7×1014 2.2×1013 3.2×1012 7.6×1013 6.8×1014 

γ線 
実効ｴﾈﾙｷﾞ  ー
(MeV/dis) 

3.4×10-2 4.7×10-2 4.9×10-2 1.5×10-1 4.7×10-2 

β線 
実効ｴﾈﾙｷﾞ  ー
(MeV/dis) 

1.7×10-1 1.4×10-1 1.4×10-1 1.8×10-1 1.7×10-1 

 

（単位： Bq／ y）  

項 目 
 

核 種 

原 子 炉停 止時 
の 原 子 炉 格納 
容器換気 

原 子 炉 格 納 
容 器 減 圧 時 
の排気 

原子炉補助

建屋の換気

定 期 検 査 時

の よ う 素

131 
合  計 

I-131 1.1×109 1.2×109 2.0×109 1.1×109 5.3×109 

I-133 1.4×109 3.3×108 3.3×109 －※ 5.0×109 

※： I -133については半減期が短いことから定期検査時に放出される量は、

I -131に比べて少ないため計算には考慮しない。   
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第 4表 放射性気体廃棄物放出量における既許可への影響  

 

（単位： Bq/y）  

核種  原子炉  既許可  変更後  

希ガス  

１号炉  1 .1×101 5 ←  

２号炉  1 .1×101 5 ←  

３号炉  6 .8×101 4 ←  

４号炉  6 .8×101 4 ←  

合 計  3 .5×101 5 ←  

よう素  

 

I -131 

１号炉  2 .6×101 0 ←  

２号炉  2 .6×101 0 ←  

３号炉  5 .3×109 ←  

４号炉  5 .3×109 ←  

合 計  6 .2×101 0 ←  

I -133 

１号炉  2 .0×101 0 ←  

２号炉  2 .0×101 0 ←  

３号炉  5 .1×109 5.0×109 

４号炉  5 .1×109 5.0×109 

合 計  5 .0×101 0 ←  
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3 .  液体廃棄物の年間放出量  

液体廃棄物の発生源としては、１次系冷却材抽出水、冷却材ドレ

ン、機器ドレン、床ドレン、洗浄排水等がある。  

発生した液体廃棄物は、その性状に応じてそれぞれ、ほう酸回収装

置、廃液蒸発装置でろ過、脱塩、蒸発濃縮等の処理を行い、処理水は

その性状に応じて再処理または放射性物質の濃度が十分低いことを

確認した後放出する。ただし、液体廃棄物の年間放出量は、評価上全

量放出するものとする。  

今回の３号炉及び４号炉では、ＳＧ取替えに伴い１次冷却材保有

量の増加により１次系冷却材抽出水水量が若干増加することにより、

冷却材貯蔵タンクからの年間処理量が若干増加することにより、液

体廃棄物の年間放出量は約 13,700m3から約 13,800m3に、年間放出放

射能量は約 3.1×10 1 0Bqから約 3.2×10 1 0Bqに若干増加する。  

また、保修点検建屋設置に伴い保修点検建屋ドレンを３号炉及び

４号炉の液体廃棄物処理設備にて処理することになるが、３号炉及

び４号炉の機器の保修点検作業にて発生するドレン量は、従来行っ

ていた保修点検作業の場所を燃料取扱建屋から保修点検建屋に変え

るものであり変更はなく、また、１号炉及び２号炉の機器の保修点検

作業にて発生するドレン量は少量であることから、保修点検建屋ド

レンによる液体廃棄物の年間放出量の変更はない。  

なお、既許可において、海水中の放射性物質濃度は、液体廃棄物処

理設備の運用の変動を考慮して液体廃棄物の放出量を３号炉及び４

号炉の各号炉で 3.7×101 0Bq／ yと設定して評価していることから液

体廃棄物の放射能濃度評価への影響はない。  

よって、液体廃棄物年間推定放出量の３号炉４号炉合算値は、ＳＧ

取替え前と比べて若干増加するものの、液体廃棄物の放射能濃度評

価への影響はない。  

液体廃棄物の液体廃棄物の年間推定発生量（３号炉及び４号炉合

算）を第 1図に示す。  
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4 .  実効線量の計算  

実効線量は、線量評価指針及び気象指針に基づき計算している。計

算には、ＳＧの取替えによる気体廃棄物の放出量の変更及び気象資

料の変更に伴う線量評価の変更を含めている。  

 

(1)  気体廃棄物中の希ガスによる実効線量  

気体廃棄物中の希ガスによる実効線量の計算は、放射性雲からの

γ線による外部被ばくを対象に行っている。計算に当たっては、ガ

ス減衰タンクからの排気及び原子炉停止時の原子炉格納容器換気

を間欠放出、原子炉格納容器減圧時の排気及び原子炉補助建屋換気

を連続放出とし、それぞれの放出モードにおける第 3表の希ガスの

年間放出量及びγ線実効エネルギーを用いて計算している。  

気体廃棄物中の希ガスの濃度は、気象指針に規定される式を用い

て計算している。  

実効線量の計算は、将来の集落の形成を考慮し、第 2図に示すと

おり２号原子炉を中心として 16方位に分割したうちの陸側 13方位

の敷地境界外について、１号、２号、３号炉及び４号炉からの寄与

を合算して行っている。  

なお、線量評価にあっては、安全解析に使用した敷地において観

測した 2006年 1月から 2006年 12月までの 1年間の気象観測データは、

最近の気象状態と比較して同等と判断できないことを確認してい

るため、最近の気象状態と比較して同等と判断された最新の 2019

年 1月～ 2019年 12月の気象観測データを評価条件に設定している。

また、保修点検建屋設置により放出源の有効高さに影響することか

ら、風洞実験の実施結果に基づく放出源の有効高さを評価条件に設

定している。線量計算に用いた気象条件を第 5表及び第 6表に、線量

計算に用いた放出源の有効高さを第 7表に示す。  

 

(2)  液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効線量  

液体廃棄物中の放射性物質の実効線量の計算は、 (3 )でよう素に

42



 

よる実効線量を別途評価することからよう素を除き、トリチウムを

含めて評価を行う。  

液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効線量の計

算は、原子炉施設の前面海域に生息する海産物を摂取することによ

って放射性物質を体内摂取した場合の内部被ばくを対象に行って

いる。人体への放射性物質の摂取率は、海水中の放射性物質濃度、

海産物の濃縮係数、海産物の摂取量等を考慮して計算している。  

なお、海水中の放射性物質濃度は、液体廃棄物処理設備の運用の

変動を考慮して液体廃棄物の放出量は、液体廃棄物の放出量はトリ

チウムを除き１号、２号、３号及び４号各炉 3.7×101 0Bq/y、トリチ

ウムについては、１号、２号、３号及び４号各炉 5.6×101 3Bq/yとし、

年間放出量を年間の復水器冷却水等の量（放水口（１号及び２号炉

共用）において各炉あたり 1.28×109m3/y、放水口（３号及び４号炉

共用）において各炉あたり 1.59×109m3/y）で除した放水口（１号及

び２号共用放水口、３号炉及び４号炉共用放水口）における濃度を

用いている。  

また、液体廃棄物中の放射性物質の核種組成は、線量評価指針に

示されている組成を用いている。  

 

(3)  よう素による実効線量  

よう素による実効線量の計算は、気体廃棄物及び液体廃棄物中の

よう素に着目し、成人、幼児及び乳児がそれぞれ呼吸、葉菜、牛乳

及び海産物を介してよう素を摂取する場合の内部被ばくを対象に

行っている。  

人体のよう素摂取率は、空気中又は海水中のよう素濃度、呼吸率、

空気中のよう素が葉菜及び牛乳に移行する割合、海産物の濃縮係数、

食物摂取量等を考慮して計算している。  

 

a .  気体廃棄物中のよう素による実効線量  

気体廃棄物中のよう素の地上空気中濃度は、原子炉停止時の原
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子炉格納容器換気を間欠放出、原子炉格納容器減圧時の排気、原

子炉補助建屋換気及び定期検査時の放出を連続放出とし、それぞ

れの放出モードにおける「 2.  気体廃棄物の放出量評価」の第 3表

のよう素の年間放出量を用いて計算している。  

気体廃棄物中のよう素の濃度は、(1)と同様に気象指針に規定さ

れる式を用いて計算している。  

気体廃棄物中のよう素による実効線量は、濃度が最大となる地

点の年平均地上空気中濃度を用いて、線量評価指針に従い、計算

している。呼吸及び葉菜摂取については２号原子炉を中心として

16方位に分割したうちの陸側 13方位の敷地境界外において、牛

乳摂取については牧草地で、それぞれ１号、２号、３号炉及び４

号各炉からの寄与を合算して年平均地上空気中濃度を求めてい

る。  

b .  液体廃棄物中のよう素による実効線量  

液体廃棄物中のよう素の海水中濃度は、(2 )と同様の方法で求め

た放水口における濃度を用いている。  

液体廃棄物中のよう素による実効線量は、線量評価指針に従い、

よう素の人体内での代謝パラメータが安定よう素の摂取量によ

って変化することを考慮し、安定よう素を多量に含んでいる海藻

類を摂取する場合と摂取しない場合に分けて行っている。  

c .  気体廃棄物中及び 液体廃棄物中のよ う素を同時に摂取 する場

合の実効線量  

１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉からの気体廃棄物中及び液

体廃棄物中のよう素を同時に摂取する場合の実効線量は、a.及び

b.と同様に、線量評価指針に従い、評価を行っている。  

 

(4)  線量評価結果  

１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉からの気体廃棄物中の希ガス

による実効線量、液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）によ

る実効線量及びよう素による実効線量及びそれらを合計した結果
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を第 8表に示す。  

a .  気体廃棄物中の希ガスによる実効線量  

気体廃棄物中の希ガスによる実効線量は、２号原子炉を中心と

した南南東方向約 830mの地点で最大となり、年間約 11μ Svであ

る。  

b .  液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効線量  

液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効線量に

変更はない。なお、実効線量は、１号及び２号炉共用の放水口で

年間約 2.1μ Svであり、３号炉の放水口で年間約 1.7μ Svであるこ

とから、１号及び２号炉共用の放水口で年間約 2.1μ Svとし、変

更はない。  

c .  よう素による実効線量  

よう素による実効線量の評価結果を第 9表に示す。  

(a)  気体廃棄物中のよう素による実効線量  

気体廃棄物中のよう素の年平均地上空気中濃度が最大とな

る地点は、第 2 図に示したとおり２号原子炉を中心とした南

南東方向約 830m の地点であり、牧草地において年平均地上

空気中濃度が最大となる地点は、第 2 図に示したとおり２号

原子炉を中心とした西方向約 2,770m の地点である。  

気体廃棄物中のよう素による実効線量は、幼児が最大とな

り年間約 1.2μ Sv である。  

(ｂ )  液体廃棄物中のよう素による実効線量  

液体廃棄物中のよう素による実効線量に変更はない。  

なお、１号炉及び２号炉共用の放水口におけるよう素濃度

から求めた実効線量は、海藻類を摂取する場合の乳児が最大

となり年間約 0.29μ Sv である。  

(c )  気体廃棄物及び液体廃棄物中のよう素による実効線量  

気体廃棄物及び液体廃棄物中のよう素による実効線量は、

海藻類を摂取しない場合の幼児が最大となり年間約 1.4μ Sv

である。   
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5 .  まとめ  

今回の申請 の平常 運転時にお ける発 電所周辺の 一般公 衆の受け

る線量評価では、ＳＧの取替えによる気体廃棄物の放出量の変更及

び気象資料の変更の反映に伴う変更を行い、気体廃棄物中の希ガス、

液体廃棄物中の放射性物質、気体廃棄物中及び液体廃棄物中のよう

素のそれぞれの放出放射能量から一般公衆の線量を評価した。  

その結果、平常運転時に周辺環境に放出する放射性物質により一

般公衆の受ける実効線量は年間約 15μ Sv であり、この値は法令に

定める限度を十分満足し、かつ「発電用軽水型原子炉施設周辺の線

量目標値に関する指針」に定める線量目標値の年間 50μ Sv を下回

る。  

なお、今回の線量評価における主な変更点は、３号炉及び４号炉

におけるＳＧ取替えによる気体廃棄物の放出量の変更、気象観測デ

ータの変更、保修点検建屋設置による放出源の有効高さの変更であ

り、既許可の線量評価に対して影響が大きかったものは気象観測デ

ータの変更であった。線量評価における変更点と既許可への影響を

第 10 表に示す。  
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第 7表 線量計算に用いた放出源の有効高さ  

 

  

着目方位  

２号炉か  

らの方位  

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］  

１号炉  ２号炉  ３号炉  ４号炉  

陸  

  

側  

  

評  

  

価  

  

地  

  

点  

N 115 [NNW]  70 [N]  105 [NNE] 100 [NNE]

NNE 75 [N]  70 [NNE]  115 [NNE] 140 [NE]  

NE 70 [NNE]  125 [NE]  165 [NE]  165 [NE]  

SE 80 [SE]  75 [SE]  115 [ESE] 125 [ESE]

SSE 65 [SSE]  65 [SSE]  85 [SE]  90 [SE]  

S 95 [S]  90 [S]  85 [SE]  85 [SE]  

SSW 85 [SSW]  90 [SSW]  75 [S]  75 [SSE]

SW 105 [WSW]  90 [SW]  55 [SW]  70 [SSW]

WSW 105 [WSW]  60 [WSW] 55 [SW]  60 [SW]  

W 180 [W]  115 [W]  155 [W]  80 [WSW]

WNW 115 [WNW] 80 [WNW] 85 [NW]  85 [NW]  

NW 140 [NW]  115 [NW]  150 [NW]  150 [NW]  

NNW 115 [NNW]  90 [NNW] 80 [N]  100 [NNE]

参  

考  

地  

点  

ENE 125 [ENE]  85 [ENE]  105 [ENE] 105 [E]  

E 120 [E]  90 [E]  100 [E]  105 [E]  

ESE 120 [E]  70 [ESE]  105 [E]  105 [E]  

牛

乳

摂

取

評

価

地

点  

W 210 [W]  140 [W]  185 [W]  190 [W]  
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第 8表 平常時線量評価結果  

（１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉合算）  

（単位：μ Sv／ｙ）

項 目  実効線量  備 考  

気 体 廃 棄 物 中 の 希

ガ ス に よ る 実 効 線

量  

約 11 
・ 評 価 方 位 は ２ 号 原 子 炉 を 中

心とした SSE 方位  

液 体 廃 棄 物 中 の 放

射 性 物 質 （ よ う 素

除 く ） に よ る 実 効

線量  

約 2.1 

・ ３号炉及び４号炉（共用の放

水口）で年間約 1.7μ Sv であ

るが、実効線量の合計に当た

っては、１号及び２号炉（共

用の放水口）の実効線量（約

2.1μ Sv）を用いる  

よ う 素 に よ る 実 効

線量  
約 1.4 

・ 呼 吸 及 び 葉 菜 摂 取 の 評 価 方

位 は ２ 号 原 子 炉 を 中 心 と し

た SSE 方位  

・ 牛 乳 摂 取 の 評 価 方 位 は ２ 号

原子炉を中心とした W 方位  

・ 海 水 中 の 放 射 性 物 質 の 濃 度

は １ 号 及 び ２ 号 炉 共 用 の 放

水 口 に お け る 放 射 性 物 質 の

濃度を用いる  

合 計  約 15 
線量目標値である  

50μ Sv/y を下回る  
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第 9表 よう素による実効線量評価結果  

（１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉合算）  

（単位：μ Sv／年）  

 成人  幼児  乳児  

a．気体廃棄物中のよう素によ

る実効線量  
4.9×10-1 1.2 8.7×10-1 

b．液体廃棄物

中 の よ う 素 に

よる実効線量  

（ １ 号 及 び ２

号 炉 共 用 の 放

水口） ※  

海 藻 類 を 摂 取

する場合  
7.8×10-2 2.4×10-1 2.9×10-1 

海 藻 類 を 摂 取

しない場合  
7.6×10-2 1.8×10-1 1.4×10-1 

c． 気体 廃棄 物

中 及 び 液 体 廃

棄 物 中 の よ う

素 を 同 時 に 摂

取 す る 場 合 の

実効線量  

海 藻 類 を 摂 取

する場合  
1.1×10-1 3.3×10-1 4.1×10-1 

海 藻 類 を 摂 取

しない場合  
5.6×10-1 1.4 1.0 

※：３号炉及び４号炉のＳＧ取替えに伴う変更はなく値に変更はない。 
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第 10 表 線量評価における変更点と既許可への影響  

（１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉合算）  

 

※ 1:ＳＧ取替えに伴う放射性廃棄物（希ガス、液体廃棄物、よう素）の

放出量の変更を評価条件に反映 

※2:気象観測データを評価条件に反映（2006 年から 2019 年に変更） 

※3:保修点検建屋設置に伴う風洞実験の有効高さを評価条件に反映 

 

項目  既許可 変更後 

評価条件 － 

放射性廃棄物の放出量の変更
※ １

 

 
代表気象年の変更

※ ２

 

－  

風洞実験に

よる有効高

さの変更
※ ３

 

線

量

評

価 

希ガス 約 7.2 ←  約 11 約 11 

液体廃棄物 約 2.1 ←  ←  ←  

よう素 約 1.2 ←  約 1.5 約 1.4 

合計 約 11 ←  約 15 約 15 
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参考資料 1 

 
設置許可基準規則第 27 条の適合性に関する補足説明 

 
１．第 27 条の適合性 

第 27 条（放射性廃棄物の処理施設）の適合性は以下の通り。 

条文 既許可の設計方針 
本申請における設計方針 

（条文適合性の説明） 
関係性 

第

27

条 

1 項 

1 号 

周辺監視区域の外の空

気中及び周辺監視区域

の境界における水中の

放射性物質の濃度を十

分に低減できるよう、

「発電用軽水型原子炉

施設周辺の線量目標値

に関する指針」を満足

できる設計とする。 

蒸気発生器取替えにより、放射性廃

棄物の放出量に影響することから、

「発電用軽水型原子炉施設周辺の

線量目標値に関する指針」を満足す

ることを確認した。 

蒸気発生器取替え

● 

蒸気発生器保管庫は、放射性廃棄物

の貯蔵施設であり、放射性廃棄物の

処理施設でないことから、関係しな

い。 

蒸気発生器保管庫

設置 

× 

保修点検建屋設置により、保修点検

建屋ドレンの経路が増加するが、発

生量がわずかであり、被ばく評価に

影響しない。 

保修点検建屋設置

● 

1 項 

2 号 

液体状の放射性廃棄物

の処理に係るものにあ

っては、液体状の放射

性廃棄物が漏えいする

ことを防止し、及び原

子炉施設外へ液体状の

放射性廃棄物が漏えい

することが防止できる

設計とする。 

蒸気発生器取替えにより、1 次冷却

材保有水量が増加し 1 次冷却材抽

出水量が増加する設計変更を伴う

ため、既許可の液体廃棄物処理能

力に影響しないことを確認するこ

とにより、既許可に記載している

設計方針が妥当であること（設計

方針を変更する必要がないこと）

を確認している。 

蒸気発生器取替え

● 

蒸気発生器保管庫は、放射性廃棄物

の貯蔵施設であり、放射性廃棄物の

処理施設でないことから、関係しな

い。 

蒸気発生器保管庫

設置 

× 

保修点検建屋内に液体廃棄物処理

設備を設置しても、処理施設から液

体状の放射性廃棄物が漏えいする

ことを防止し、敷地外へ液体状の放

射性廃棄物が漏えいすることを防

止できる設計とする。 

保修点検建屋設置

● 

1 項 

3 号 

固体廃棄物処理施設

は、廃棄物の圧縮、焼

却、固化等の処理過程

において放射性物質が

散逸し難い設計とす

る。 

蒸気発生器、蒸気発生器保管庫、保

修点検建屋は、固体廃棄物の処理施

設でないことから、関係しない。な

お、保修点検建屋で実施する切断作

業は、第３０条の放射線防護上の措

置を講じて実施する。 

蒸気発生器取替え

蒸気発生器保管庫

設置 

保修点検建屋設置

× 
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２．平常時被ばく評価（第二十七条 1 項 1 号） 
（１）平常時被ばく評価の概略評価フローと今回評価の概要 

平常時被ばく評価は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」、

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」に基づき実

施した。 

 

 

 
平常時被ばく評価の概略評価フローと今回評価の概要 
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（２）蒸気発生器取替えによる 1 次冷却材中の放射能濃度への影響 
蒸気発生器取替えにおいては、放出放射性物質発生源に変更はないが、

蒸気発生器取替えにより、伝熱管の直管長が長くなる等に伴い 1 次冷却材

保有水量が、わずかに増加（186t⇒195t）する。 

 1 次冷却材保有水量が、わずかに増加する希釈効果により、1 次冷却材中

の放射能濃度は、下表の通り、わずかに低下（▲4.6%～▲0.4%）する。 

 
 蒸気発生器取替えによる 1 次冷却材中の放射能濃度と変化割合 

核  種 

３号及び４号各炉 

放射能濃度（単位：Bq/g） 
変化割合（％） 
（②－①）÷① 

ＳＧ取替え前 
① 

ＳＧ取替え後 
② 

Kr-85m 7.81×10
4
 7.49×10

4
 ▲ 4.1 

Kr-85 5.56×10
3
 5.53×10

3
 ▲ 0.5 

Kr-87 4.59×10
4
 4.39×10

4
 ▲ 4.4 

Kr-88 1.36×10
5
 1.31×10

5
 ▲ 3.7 

Xe-131m 1.87×10
4
 1.85×10

4
 ▲ 1.1 

Xe-133m 6.23×10
4
 6.09×10

4
 ▲ 2.2 

Xe-133 2.82×10
6
 2.77×10

6
 ▲ 1.8 

Xe-135m 4.17×10
3
 3.98×10

3
 ▲ 4.6 

Xe-135 1.12×10
5
 1.08×10

5
 ▲ 3.6 

Xe-138 2.23×10
4
 2.13×10

4
 ▲ 4.5 

I-131 8.39×10
4
 8.36×10

4
 ▲ 0.4 

I-133 1.43×10
5
 1.41×10

5
 ▲ 1.4 
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（３）蒸気発生器取替え等による放出放射能量への影響 
蒸気発生器取替えによる 1 次冷却材保有水量増加に伴い、1 次冷却材中の

放射能濃度がわずかに低下し、1 次冷却材抽出水量が増加することから、気

体廃棄物放出量及び液体廃棄物放出量への影響を以下に示す。 

 
ａ．気体廃棄物放出量 

気体廃棄物放出量は、1 次冷却材保有水量増加に伴い、1 次冷却材

中の放射能濃度がわずかに低下するが、ほう酸回収装置で処理される

1 次冷却材抽出水量の増加（3,060t/y⇒3,200t/y）に伴い放出量が増加

することから、増減の影響が相殺され、気体廃棄物（よう素含む）の

放出量は、殆ど影響しない（I-133 がわずかに減少する）。 
 

    3 号炉及び 4 号炉 気体廃棄物放出量（Bq/y) 

核種 ＳＧ取替え前 ＳＧ取替え後 

希ガス 6.8×1014 ← 

よう素 

I-131 5.3×109 ← 

I-133 5.1×109 5.0×109 

 
ｂ．液体廃棄物放出量 

液体廃棄物放出量は、ほう酸回収装置で処理される 1 次冷却材抽出

水量の増加に伴い放射性液体廃棄物放出量が増加(3.1×1010Bq/y→3.2
×1010Bq/y)するが、従来より、液体廃棄物放出量は、運用を考慮し

て保守的(7.4×1010Bq/y)に設定しており、この値を超えないことか

ら、液体廃棄物放出量に変更はない。 
  また、保修点検建屋設置に伴う保修点検建屋ドレンは、発生量(約

55m3/y)のうちの半量約 28m3/y は 3,4 号炉で従来より発生したもの

で、実質の増量分は 1,2 号炉の約 28m3/y であり、全体ドレン（低水

質）発生量(約 1,200m3/y)に対して約 2%で、放出放射能量は、液体

廃棄物放出量の全体（3.2×1010Bq/y)に比べ 2.8×106Bq/y※とわずか

であるため、評価に影響しない。 
※：2.8×106Bq/y（放出量）＝100Bq/cm3（濃度：保守的に設定）×

2.8×107cm3/y（発生量）÷1.0×103（処理装置での除去率）
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（４）気象資料の変更 
ａ．被ばく評価に用いる大気拡散評価条件の更新の考え方について 

(a) 気象資料 

 平常時・事故時被ばく評価では、気象指針を踏まえ、発電所で観測し

た 1 年間の気象資料を用いて大気拡散評価を行うが、このとき、代表

気象年の気象資料に対して至近 10 年間の観測記録による検定を行い、

最近の気象状態と比較して代表性があることを確認したうえで、評価

に使用している。 

 設置変更許可における気象資料の更新の考え方、本申請において

2019 年の気象資料に更新した経緯を以下に示す。 

(b) 設置変更許可における気象資料の更新の考え方 

・従来より、設置変更許可においては、平常時・事故時被ばく評価の

内容を見直す申請案件があり（放出放射能量、建屋内線源強度、放

射線防護設計の変更等）、かつ、気象資料の更新が必要となった場合

には、申請書に記載している気象資料（代表気象年）を見直すプロ

セスとしている。 

・一方、気象資料の更新が不要であった場合には、被ばく評価にはこ

れまでの代表気象年の気象資料を使用し、申請書に記載の気象資料

の見直しは行わない。 

(c) 本申請において気象資料を更新した経緯 

○最近の気象状態と比較して代表性があることの確認は毎年実施する

プロセスとしており、安全性向上評価届出書にその確認結果を記載

している。既許可に記載の気象資料（2006 年）から 2019 年の気象

資料への更新及び平常時・事故時被ばく評価結果については、高浜３

号炉（４号炉）の第３回安全性向上評価届出書に以下のとおり記載。 
 

 2006 年気象 2019 年気象 線量目標値／判断

基準 

平常時被ばく 約 11μSv／年 約 14μSv／年 ≦ 50μSv／年

事故時被ばく 約 2.8mSv 約 3.1mSv ≦ 5mSv

 

○本申請では、蒸気発生器取替えに伴う放出放射能量等の変更を受け、

平常時・事故時の被ばく評価を実施した。 

○上記で代表性を確認した 2019 年の気象資料は、最近の気象状態と比

較して継続的に代表性があることを確認しており、本申請の被ばく

評価において最新の評価条件として使用し、申請書に記載の気象資

料（代表気象年）を見直した。 
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ｂ．気象資料の代表性の確認結果及び傾向の違いについて 
 「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭和 57 年、原子力

安全委員会決定）」を踏まえ、過去の許可と同様に検定＊1 を行った結果、

2006 年から 2019 年の気象資料変更に伴う風向・風速・大気安定度の出

現頻度および被ばく評価への影響は下表のとおり。詳細は次ページ以降に

説明する。 
 出現頻度 被ばく評価への影響 

風向 
2006 年・2019 年共に年間を通

じ北西の風が多く出現 

〇風向の傾向（北西の風）に違いはない

〇16 方位の評価地点を対象に線量が最

大となる評価地点を求めている 
⇒評価への影響に与える可能性は

低い 

風速 

年平均風速 
・2006 年 2.3m/s ・2019 年 

2.1m/s 〇低風速の出現頻度が増加 
⇒評価に厳しい結果を与える可能性が 

ある 
拡散の小さい低風速（0.5～
2.0m/s） 
・2006 年 47.0％  
・2019 年 51.7％ 

大気 
安定度 

2006 年、2019 年共に 
年間を通じて D 型が多く出現 

〇Ａ型からＦ型になるにつれ拡がりパラ

メータは低下し、評価上厳しい結果を与

える 
⇒大気安定度の年間出現頻度の傾向に大

きな違いがないことから、評価への直接

的な影響はないと考えられる。 

 
＊1：気象資料が最近の代表年を除く 10 年の気象資料と比較して代表性がある

か１回/年の頻度で確認。（安全性向上評価届出においても気象の代表性を確認す

る仕組みもある） 
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 (a) 気象資料の変更に伴う検定結果 
 「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」を踏まえ、既許

可の平常運転時及び設計基準事故時の被ばく評価は、敷地において観

測した 2006 年 1 月から 2006 年 12 月までの 1 年間の気象資料を用い

て実施しているが、この気象資料が長期間の気象状態を代表している

かどうかの検定を行ったところ、代表性がないことを確認している。 
このため、本申請においては、最近の長期間の気象状態と比較して

代表性があると判断した 2019 年 1 月から 2019 年 12 月の気象資料を

用い、評価を行っている。 
以下に 2019 年の気象資料が長期間の気象状態を代表していること

を確認した検定結果を示す。 
 
ｱ. 検定方法 

(ｱ) データ統計期間 
     統計年：2010 年 1 月～2020 年 12 月(10 年間) 

（2019 年 1 月～2019 年 12 月を除く） 
    検定年：2019 年 1 月～2019 年 12 月(1 年間) 

(ｲ) 検定方法 
風向別出現頻度（16 項目）、風速階級別出現頻度（11 項

目）について、F 分布検定（有意水準 5%）を行い、棄却個

数が 3 個以下の場合は、気象データに代表性があると判断 
 

ｲ. 検定結果 
下表に示すとおり、棄却個数が 1 個であることから、2019 年の

気象データが長期間の気象状態を代表していると判断 

 
異常年検定結果 

観測項目 
検定結果 

（棄却個数） 

＜参考＞ 

2006 年検定結果 

風向別出現頻度 1 個 2 個 

風速階級別出現頻度 棄却項目なし 3 個 
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(b) 気象資料の変更に伴う気象の傾向(1/4) 
ｱ. 風向（標高約 81m の例） 

    観測結果からみた特性 
 排気筒高さ付近を代表する標高約 81m における風向分布は、

2006 年、2019 年ともに年間を通じ北西の風が多く出現 

 

 
○大気拡散評価への影響について（考察） 

風向の傾向に違いはなく、また 16 方位の評価地点（敷地境界）

を対象に線量が最大となる評価地点を求めていることから、評価

への影響に与える可能性は低い。 
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(b) 気象資料の変更に伴う気象の傾向(2/4) 
ｱ. 風速（標高約 81m の例）(1/2) 

   (ｱ) 観測結果からみた特性（全風速） 
① 年平均風速は、2006 年が 2.3m/s、2019 年が 2.1m/s であり、

2019 年の方がわずかに低下 
② 2006 年、2019 年ともに年間を通じて 1～3ｍ/s 程度の風が比較

的多い。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

年間風速別出現頻度及び風速別出現頻度累積
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(b) 気象資料の変更に伴う気象の傾向(3/4) 
ｱ. 風速（標高約 81m の例）(2/2) 

(ｱ) 観測結果からみた特性【低風速】 
① 拡散の小さい低風速（0.5m/s～2.0m/s）の出現頻度は、2006

年が 47.0％、2019 年が 51.7％であり、2019 年の方が約 5％
増加 

① 低風速（0.5～2.0m/s）の出現頻度 

気象年 出現頻度（%） 

2006 年 47.0 

2019 年 
51.7 

（2006 年と比べ、約 5%の増加） 

 
ｲ. 風速（標高約 81m の例）(2/2) 

大気拡散評価の評価式は、気象指針の基本拡散式に基づき以下のと

おりとしている。 
（平常運転時の排気筒からの地表空気中濃度の評価式の例） 

 

 

風速（U）が小さいほど地表空気中濃度は大きくなるため、低風速

の出現頻度が増加する傾向は、評価に厳しい結果を与える可能性があ

る。 
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(b) 気象資料の変更に伴う気象の傾向(4/4) 
ｱ. 大気安定度 

     観測結果からみた特性、傾向の違い 
 2006 年、2019 年ともに年間を通じて D 型が多く出現して

いる。 
 2006 年と 2019 年の大気安定度の年間出現頻度は下表および

下図の通り。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 

大気安定度：大気の上下混合の程度を表す指標。大気の乱れの状態を A～G 型

で表し、A は最も不安定な状態、Gは最も安定な状態として分類し

ている。 

 
○大気拡散評価への影響について（考察） 
 大気安定度別の拡がりパラメータσy 及びσz は、気象指針に基

づき右上図のとおり設定している。 
 Ａ型からＦ型になるにつれ拡がりパラメータは低下し、評価上

厳しい結果を与えるが、大気安定度の年間出現頻度の傾向に大

きな違いがないことから、評価への直接的な影響はないと考え

られる。 
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(c) 気象資料の変更に伴う平常時被ばく（大気拡散）評価への影響(1/2) 
ｱ. 気象資料の変更に伴う影響 
 希ガス、気体中のよう素濃度が最大となる方位である南南東（風向：

北北西）の気象資料の特徴としては、有意な風速の低下（風速逆数の平

均の増加）は見られず、風の出現回数が増加している。 
 平常時被ばくに用いる大気安定度別風速逆数の総和(s/m)※ は、

2006 年に比べ 2019 年が、1.3 倍～3.6 倍に増加することにより、評価

地点の濃度（希ガス、気体中のよう素）が増加する。 
※：大気安定度別風速逆数の総和＝大気安定度別風速逆数の平均×風の出現回数 

 

大気安定度別風速逆数の平均（s/m) ［方位：南南東（風向：北北西）] 

 
 
 

風の出現回数（回) ［方位：南南東（風向：北北西）] 

 
 
 

大気安定度別風速逆数の総和（s/m) ［方位：南南東（風向：北北西）] 

 
 
 
 
ｲ. 気象資料の変更に伴う平常時被ばく評価への影響 
 大気安定度別風速逆数の総和が増加することより、大気拡散評価の

評価式の関係（放射性物質の濃度と風速逆数の総和は比例関係）から、

評価地点の濃度（希ガス、気体中のよう素）の増加により、被ばく評

価値が増加（希ガスの場合：1.4 倍）する。 
なお、事故時被ばく評価では、大気安定度別風速逆数の総和は取り

扱っていない。 
   被ばく評価値[希ガスの例]（μSv/y) ［方位：南南東（風向：北北西）] 

 

（注）蒸気発生器取替えを反映している 
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（５）被ばく評価に用いる放出源の有効高さの更新について 

ａ．風洞実験の実施及び放出源の有効高さの更新の考え方 
 平常時・事故時被ばく評価では、気象指針に基づき、発電所周辺を再

現した模型を使用した風洞実験により「放出源の有効高さ」を求め、大

気拡散評価に使用している。 
(a) 風洞実験の実施の考え方 
○風洞実験は、前回実験した際の敷地内の建屋配置状況から新たに建屋

の設置（予定）があり、新設建屋の高さを 2.5 倍した値に建屋設置面

の標高を加えた値が、排気筒の高さ以上になる場合において実施※し、

「放出源の有効高さ」への影響を確認するプロセスとしている。 
※：日本原子力学会標準「発電用原子炉施設の安全解析における放出源

の有効高さを求めるための風洞実験 実施基準：2019(AESJ-SC-
P003：2019）」による 

 
(b) 風洞実験の実施と本申請における放出源の有効高さの更新 
○今回設置予定の保修点検建屋は上記考え方に該当するため、風洞実験

に用いる発電所周辺を再現した模型に同建屋を反映し、放出源の有効

高さへの影響を確認した。なお、前回の実験以降、敷地内において著

しい地形の改変は行われておらず、今回の模型に地形の改変として新

たに反映したものはない。 

 
 
 
 
 
○風洞実験は、既許可添付書類六「2.6 参考資料」に記載の高浜発電所

風洞実験報告書（平成 31 年 2 月）と同じ方法により実施した。 
○大気拡散評価に用いる「放出源の有効高さ」は、実験値を 5m 単位で

厳しめに丸めた値を設定しているが、実験の結果、一部の評価対象方

位において保修点検建屋の影響が認められたことから、本申請の被ば

く評価では、今回の実験で得られた「放出源の有効高さ」を最新の評

価条件として使用した。 

 
  

＞
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ｂ．保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの影響の確認結果 
 保修点検建屋設置に伴う風洞実験を実施した結果、保修点検建屋設置

による放出源の有効高さの影響で、以下の２点が確認されたことから、

全方位の風洞実験を行い平常時被ばくに反映した。 

 
 １号炉の風向 SSE（方位 NNW） 

保修点検建屋が１号炉排気筒の風上にある風向 
有効高さ：125m⇒115m（△10m) 

  （考察）１号炉の SSE 風向で排気筒を通過する気流は、風上に増設

した保修点検建屋によって発生した渦も伴うことから、放出

源から徐々に降下してくるガスの地表面着地を促す効果が

強まることにより、ガスが地表に着地しやすくなるため、放

出源から地表面への着地までの距離が短くなり着地濃度が

高くなるものと推定される。 
 ３号炉の風向 W（方位 E） 

保修点検建屋が３号炉排気筒の風下にある風向 
有効高さ：122m⇒103m（△1９m) 

  （考察）３号炉の風向 W で排気筒から放出されたガスの着地点近傍

に保修点検建屋が増設されている。そのため、上空から保修

点検建屋周辺に徐々に下降してきたガスは、保修点検建屋に

よって発生する渦に巻き込まれることでガスが着地しやす

くなり、着地濃度が高くなる。その結果、有効高さが低くな

ったと考えられる。 
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ｃ．風洞実験と気象資料との関係（平常時被ばく） 
  風洞実験の実験条件のうち、放出源高さの計算に当たり、気象資料の

風速の観測データ（風速逆数の平均）を、前回風洞実験で使用した 2016
年気象から、2019 年気象に変更した。 

  その結果、希ガスの実効線量が最大となる方位である２号炉中心から、

着目方位南南東（風向：北北西）は、風速逆数の増減により放出源高さ

が増減する。その影響を受け、放出源有効高さも増減したものと推察し

ている。 

 
放出源高さと放出源の有効高さの関係（着目方位：南南東） 

( )内は、前回風洞実験との差異 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ｄ．放出源高さ 
（「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づき算出） 

Ho（放出源高さ）＝△H（吹上げ高さ(m)）＋Hs（排気筒高さ(m)  
△H（吹上げ高さ）＝３×W（吹出し速度(m/s)）×D（排気筒出口 

              直径(m)）÷U（風速（m/s）） 
※事故時被ばく評価では、放出源高さに吹上げ高さは考慮しておらず、保

守的に排気筒高さを設定している。 

 
 
 
 
 
 
 

放出源高さ 

風洞実験イメージ図

H0 
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ｅ．放出源有効高さの変更に伴う平常時被ばく（大気拡散）評価への影響 
 希ガス、気体中のよう素濃度が最大となる方位であるの南南東（風向：

北北西）の放出源の有効高さは、2006 年に比べ 2019 年が、１，２号炉

は低下し、３，４号炉は増加している。 

 
風洞実験の放出源の有効高さ(単位:m) 

（２号炉から着目方位：南南東（風向：北北西）の評価地点） 

 
(注) 今回の風洞実験は、前回と同じ方法で実施している。放出源の有効高さ

は、保守的に５ｍ毎に切り捨てた値にて平常時被ばく評価に使用する。

大気拡散評価の評価式から、放出源の有効高さ(H)が、小さいほど地表空

気中濃度は大きくなる。 

  
 放出源の有効高さは、低下すると評価地点の濃度（希ガス、気体中の

よう素）の増加により、被ばく評価値が増加するため、１，２号炉は増

加し、３，４号炉は低下するが、発電所合計の評価結果は変わらない。 

 
被ばく評価値[希ガスの例]（単位:μSv/y) 

（２号炉から着目方位：南南東（風向：北北西）の評価地点） 

 
（注）蒸気発生器取替え及び 2019 年気象を反映している。 
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（６）蒸気発生器取替えに伴う平常時被ばく評価結果 
蒸気発生器取替えに伴う放出放射能量の変更を受け、平常時被ばく評価

を実施した。 
評価に当たっては、大気拡散評価に用いる評価条件のうち、以下を反映

した。 
 ①気象資料の更新（既許可：2006 年 → 本申請：2019 年） 
 ②放出源の有効高さの更新（保修点検建屋の影響を反映） 

 
【被ばく評価への影響】 
 既許可に対する蒸気発生器取替え、気象資料の更新(①)及び放出源の有

効高さの更新(②)による被ばく評価への影響について、比較した結果を以

下に示す。 

 

 平常時被ばく （参考）事故時被ばく
※

既許可 約 11μSv／年 約 2.8mSv 

蒸気発生器取替え（2006 年気象） 約 11μSv／年 約 2.7mSv 

蒸気発生器取替え 
①気象資料の更新（2019 年気象） 

約 15μSv／年 約 3.0mSv 

蒸気発生器取替え 
①気象資料の更新（2019 年気象） 
②放出源の有効高さの更新 

約 15μSv／年 約 3.0mSv 

線量目標値／判断めやす ≦ 50μSv／年 ≦ 5mSv 

※：線量が最大となる蒸気発生器伝熱管破損の評価結果 

 
①については１~３割増加する程度の影響であり、②については有意

な影響がなく、いずれも線量目標値を下回る。 
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（参考資料２） 

 
 
○高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉 原子力災害制圧道路等整備に

伴う設置許可基準規則への適合性について（平成３１年３月 関西電力株式

会社）説明資料（抜粋） 

 
添付資料２ 災害制圧道路の整備による敷地境界変更に伴う平常時及び事

故時被ばく評価における風洞実験の実施について 
添付資料３ 気象条件の妥当性の検討について 

 
 
○高浜発電所風洞実験報告書 2023 年 5 月（関西電力株式会社） 

 

71



72



73



74



75



76



77



78



79



80



81



82



83



84



85



86



87



88



89



90



91



92



93



94



95



96



97



98



99



100



101



102



103



104



105



106



107



108



109



110



111



112



113



114



115



116



117



118



119



120



121



122



123



124



125



126



127



128



129



130



131



(m

132



133



134



135



136



137



参考資料３ 

 
気象指針解説に関する補足説明 

 
気象指針解説の内容とそれに対する対応は以下の通り。 

 
気象指針解説 

「Ⅹ．その他気象条件の取扱い」記載内容 
対応 

1. 気象現象の年変動 

 気象現象は、ほぼ 1 年周期でくり返されている

が、年による変動も存在する。 

 このため、想定事故時の線量計算に用いる相対濃

度についてその年変動を比較的長期にわたって調査

してみると、相対濃度の平均値に対する各年の相対

濃度の偏差の比は、30％以内であった。 

 このことから、1 年間の気象資料にもとづく解析

結果は、気象現象の年変動に伴って変動するもの

の、その程度はさほど大きくないので、まず、1 年

間の気象資料を用いて解析することとした。 

 その場合には、その年がとくに異常な年であるか

否かを最寄の気象官署の気象資料を用いて調査する

ことが望ましい。 

 また、2 年以上の気象資料が存在する場合には、

これを有効に利用することが望ましい。 

毎年、代表年の気象が特に異常

な年であるか否かを確認するため

に、過去の許可と同様に 1 回/年検

定を行っている。 

なお、検定の結果、本申請では

敷地において観測した 2019 年 1

月から 2019 年 12 月までの 1 年間

の気象資料を用いて大気拡散評価

を行った。 

2. 上層逆転層 

 排気筒の上方に安定な気層があり、その下層が不

安定の状態のとき、ここでは上層逆転層があるとい

う。この場合には上方への拡散が妨げられて、地上

付近の濃度が増すことがある。 

 指針は、地表空気中濃度を拡散式にもとづいて計

算することとしているが、この拡散条件に対して特

殊な気象状態である上層逆転層についてはその扱い

を検討する必要がある。 

 上層逆転層の発生は、垂直方向の気温を観測して

判断されるので、気温差の高度別出現頻度、気温逆

転の高度別出現頻度、気温逆転の継続時間等を調査

昭和 52 年から昭和 53 年にかけ

て、春・夏・秋の各 7 日間に 16 回

/日の敷地上空の気温差の観測を

実施し、計 304 回の観測値をもっ

て上層逆転層の出現状況を確認し

ている。 

排気筒真上で放射性物質が閉じ

込められるような上層逆転層は、

計 304 回の観測のうち、3 回発生

した。 
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した結果、排気筒真上で放出物質が閉じ込められる

ような上層逆転層の発生は比較的少ない現象である

と推定された。 

 一方、上層逆転層発生時の地表空気中濃度を非常

に厳しい前提(排気筒のすぐ上にふたがあるように

考える)を用いて得た計算値は、指針の拡散式によ

って得た値と比較して極端に大きくはなかった。 

 このようなことから、上述のような上層逆転層の

発生は、比較的少ない現象であること、たとえ発生

してもそれ程大きな濃度を示さないと考えられるこ

とから、上層逆転層については、とくに計算に入れ

ないこととした。 

 しかし、上層逆転層の出現が少ないことをみるた

め、特定の期間、気温差を観測し、気温逆転の高度

別出現頻度、気温差の高度別出現頻度、気温逆転の

継続時間等を把握することが望ましい。 
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参考資料４ 

 
気象測器やその設置位置の変更に関する補足説明 

 
本申請では、安全解析に用いた気象資料を 2006 年の気象資料から 2019 年

の気象資料に変更しているが、安全解析に用いている気象測器やその設置位置

の変更は行っていない。なお、安全解析に用いている気象測器ではないが、観

測項目一覧表の記載を一部適正化している。（第１表参照） 

 
＜微風向・微風速計＞ 

微風向・微風速計に関しては 2022 年に設備撤去を行い、本申請で観測項目

一覧表の記載を適正化している。なお、2002 年に風向・風速計の仕様変更を

行い静穏時（風速 0.5m/s 未満）の風速まで測定できるようになったため、そ

れ以降の安全解析に微風向・微風速計の観測値は使用していない。 

 
＜湿度計＞ 

2011 年に湿度計を毛髪式から電気式に仕様を変更したため、観測項目一覧表

の記載を適正化している。なお、湿度計の観測値は安全解析に使用しているも

のではない。 

 
第１表 観測項目一覧表新旧比較 
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